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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

 平成18年３月30日に提出いたしました第11期（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日）の有価証券報告書の記載事項の

一部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

  

２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第４ 提出会社の状況 

６ コーポレート・ガバナンスの状況 

  

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は   を付して表示しております。 
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第一部【企業情報】 
  

第４【提出会社の状況】 
  

６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（訂正前） 

（前略） 

(5）内部監査および監査役監査の組織、人員および手続、並びに内部監査、監査役監査および会計監査の相互連携 

 内部監査および監査役監査の組織、人員および手続につきましては、以下のとおりです。 

① 内部監査の組織、人員および手続について 

 内部監査につきましては少人数ではありますが、当社の内部統制上重要であるとの認識から専任担当者１名からなる内部

監査室を設置しております。内部監査室は年間監査計画を作成し、それに基づき内部監査を部門毎に実施し、監査結果およ

び改善点を当該部門に報告し、改善計画を受領し、改善進捗を管理しております。この一連のPDCサイクルにより内部統制の

充実を図っております。 

② 監査役監査の組織、人員および手続について 

 当社は監査役制度採用会社であります。監査役は常勤、非常勤監査役各１名の２名により監査役会を設置しております。

監査の具体的な手続としましては、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役の業務執行に対し質問を実施し、取締役の

職務遂行が適法性を欠くおそれがある場合には必要な助言等を実施しております。 

 また、重要な決裁書類を閲覧し、各部門において業務および財産の状況を調査し、決算期においては会計帳簿の調査、計

算書類および附属明細書につき検討を加えた上で、監査報告書を作成するなどの職務を遂行しております。 

③ 内部監査、監査役監査および会計監査の相互連携について 

 内部監査室は特に監査役との連携を密にし、週１回定期的に常勤監査役との会議をもち、特に年度監査計画（主として業

務監査）の立案時において監査役と協議を行い監査実施後においては代表取締役に監査報告を行うと同時に監査役から助

言、指導を仰いでおります。 

 また、監査法人とは中間および期末監査時に内部監査室も同席し、監査法人からの指摘事項を内部監査の監査事項に反映

させるよう連携を行い、かつ監査役会にも監査法人監査の結果を報告しています。 

 尚、当社は監査法人東海会計社に証券取引法に基づく会計監査を依頼しております。 

（後略） 
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（訂正後） 

（前略） 

(5）内部監査および監査役監査の組織、人員および手続、並びに内部監査、監査役監査および会計監査の相互連携 

 内部監査および監査役監査の組織、人員および手続につきましては、以下のとおりです。 

① 内部監査の組織、人員および手続について 

 内部監査につきましては少人数ではありますが、当社の内部統制上重要であるとの認識から専任担当者１名からなる内部

監査室を設置しております。内部監査室は年間監査計画を作成し、それに基づき内部監査を部門毎に実施し、監査結果およ

び改善点を当該部門に報告し、改善計画を受領し、改善進捗を管理しております。この一連のPDCサイクルにより内部統制の

充実を図っております。 

② 監査役監査の組織、人員および手続について 

 当社は監査役制度採用会社であります。監査役は常勤監査役１名、非常勤監査役２名の３名により監査役会を設置してお

ります。監査の具体的な手続としましては、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役の業務執行に対し質問を実施し、

取締役の職務遂行が適法性を欠くおそれがある場合には必要な助言等を実施しております。 

 また、重要な決裁書類を閲覧し、各部門において業務および財産の状況を調査し、決算期においては会計帳簿の調査、計

算書類および附属明細書につき検討を加えた上で、監査報告書を作成するなどの職務を遂行しております。 

③ 内部監査、監査役監査および会計監査の相互連携について 

 内部監査室は特に監査役との連携を密にし、週１回定期的に常勤監査役との会議をもち、特に年度監査計画（主として業

務監査）の立案時において監査役と協議を行い監査実施後においては代表取締役に監査報告を行うと同時に監査役から助

言、指導を仰いでおります。 

 また、監査法人とは中間および期末監査時に内部監査室も同席し、監査法人からの指摘事項を内部監査の監査事項に反映

させるよう連携を行い、かつ監査役会にも監査法人監査の結果を報告しています。 

 尚、当社は監査法人東海会計社に証券取引法に基づく会計監査を依頼しております。 

（後略） 
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